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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期
第３四半期
累計期間

第40期
第３四半期
累計期間

第39期
第３四半期
会計期間

第40期
第３四半期
会計期間

第39期

会計期間

 
自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

 

 
自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

 

 
自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

 

 
自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

 

 
自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

 

売上高（千円） 2,534,7381,941,667901,384 622,0444,302,252

経常利益（△損失）（千円） △299,334△231,682△54,747 △37,126 △48,242

四半期（当期）純利益（△損失）

（千円）
△247,433△135,489△38,188 △27,291△222,564

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 759,037 759,037 759,037

発行済株式総数（株） － － 4,208,2704,208,2704,208,270

純資産額（千円） － － 1,644,4401,533,1431,668,952

総資産額（千円） － － 5,966,4395,435,0925,994,028

１株当たり純資産額（円） － － 390.77 364.32 396.59

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（△損失金額）（円）
△58.80 △32.20 △9.07 △6.49 △52.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） － － 27.6 28.2 27.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
299,180 155,659 － － 372,848

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△195,641 △2,990 － － △194,952

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△440,042△321,720 － － △496,360

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 704,396 553,382 722,434

従業員数（人） － － 283 277 276

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため記載しておりません。

４．第39期及び第40期第３四半期累計（会計）期間並びに第39期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

　また、当社には関係会社（当社の親会社、子会社、関係会社及びその他の関係会社）はありません。

 

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 277     

　（注）　従業員数には、顧問２人及び臨時従業員134人（当第３四半期会計期間における平均雇用人員数を１人１日８時

間で換算し算出）及び当社から他社への出向者１名を含んでおりません。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

分野
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

環境調査（千円） 610,555 505,103

コンサルタント（千円） 65,248 35,770

その他（千円） 71,808 76,455

合計（千円） 747,611 617,329

　（注）　金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

分野

　
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

　

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

受注高
（千円）

受注残高
（千円）　

受注高
（千円）

受注残高
（千円）

環境調査 625,849 1,077,674 605,177 1,059,097

コンサルタント 97,949 521,234 27,368 375,448

その他 144,486 174,187 182,516 176,470

合計 868,285 1,773,096 815,062 1,611,017

　（注）　金額は販売価額によっており、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

分野

　
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

　

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

環境調査（千円） 752,124 466,491

コンサルタント（千円） 47,145 31,526

その他（千円） 102,115 124,026

合計（千円） 901,384 622,044

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．販売実績に占める官公庁向けの割合は、前第３四半期会計期間において202,333千円（22.4％）、当第３四半

期会計期間において94,301千円（15.2％）であります。

３．販売高の季節変動について

当社が受注する物件の多くは事業年度末までを契約期間とする受託業務が多く、上半期と下半期とでは季節

変動があり、直近３年間については、つぎのとおりとなっています。

 
第38期

平成20年３月期
第39期

平成21年３月期
第40期

平成22年３月期

 金額（千円）
年間進捗率
（％）　

金額（千円）　
年間進捗率
（％）　

金額（千円）　
年間進捗率
（％）　

第１四半期累計期間（注） － － 679,484 15.8 566,809 －

第２四半期累計期間 1,380,91231.4 1,633,35338.0 1,319,622－

第３四半期累計期間（注） － － 2,534,73858.9 1,941,667－

通期 4,395,285100.0 4,302,252100.0 － －

　（注）第38期の販売高については、四半期報告書を作成していないことから、第２四半期累計期間及び通期のみを表示

        しております。
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２【事業等のリスク】

　当社の経営成績、財政状況及び株価等に影響を及ぼす可能性について、四半期報告書提出日現在において判断したも

のであります。

（１）当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

（２）当社は、前々事業年度（平成20年３月期）及び前事業年度（平成21年３月期）に経常損失、当期純損失を計上

しております。これらは、当社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象

または状況その他経営に重要な影響を及ぼす事象（以下「重要事象等」という）に該当するものと考えております。

　当事業年度においてこれら重要事象等の解消に向けて、安定した売上高の確保、売上総利益率の改善、人件費をはじ

めとした固定費の削減等に取り組んでおり、これら対応策を実行することにより、継続企業の前提に関する重要な疑

義を解消できるものと判断しております。

　なお、重要事象等の解消又は改善するための対応策については「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」に記載しております。　
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

（１）　業績の状況

　当第３四半期会計期間（10月～12月）の国内経済は、依然として昨年来の景気低迷が続く中にあります。

　当社事業に影響する環境行政等の今後の課題として、平成22年４月１日に改正土壌汚染対策法が施行、同日開始の会

計年度から資産除去債務に関する会計基準の上場企業等への適用があります。これら制度は土地建物等の資産評価に

影響するものであり土壌汚染・アスベスト等の調査の誘因になることから、当期以降において当社業績回復の契機に

なるものと見込んでおりました。しかし景気回復時期が依然として不透明なことから民間企業顧客では環境保全費用

の抑制が続いており、受注環境は厳しい状況が続いております。

　当事業年度（平成21年４月～平成22年３月）は厳しい受注環境にあることから、売上高の前年度比減少を見込むと

ともに固定費削減に取り組み、最終利益の黒字化に取り組んでおります。

　当第３四半期会計期間（10月～12月）は、受注高８億15百万円（前年同期比53百万円減、同6.１％減）であります。

分野別の受注高は、環境調査６億５百万円（同20百万円減、同3.3％減）、コンサルタント27百万円（同70百万円減、同

72.1％減）、その他分野１億82百万円（同38百万円増、同26.3％増）であります。

　売上高は６億22百万円（同２億79百万円減、同31.0％減）であります。損益面では受注量に連動した外注費の減少、

人件費・営業経費等の削減により、売上原価４億36百万円（同２億36百万円減）、販売費及び一般管理費２億７百万

円（同61百万円減）となりました。その結果、営業損失22百万円（前年同期の営業損失41百万円）、経常損失37百万円

（同経常損失54百万円）、四半期純損失27百万円（同四半期純損失38百万円）となりました。

　なお、当社が受注する物件は事業年度末までを契約期間とする調査業務が多く、第４四半期（１～３月）に年間売上

高のおよそ40％が計上されます。また人件費・営業経費等の固定費は毎月ほぼ均等に発生するため、第３四半期まで

は営業損失が生じる季節的な特徴があります。

　

（２）　キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間における現金及び現金同等物（預入期間が３ヶ月を超える定期預金を除く）は、５億53百万

円となり、第２四半期会計期間末に比べて１億49百万円減少（前年同期間は３億10百万円増加）しました。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

　営業活動による資金は61百万円減少（前年同期間は１億17百万円増加）となりました。税引前四半期純損失36百万

円を計上しましたが、主として減価償却費の計上（42百万円）、売上債権の回収（１億25百万円）及びたな卸資産の

増加（１億80百万円）等によるものです。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

投資活動による資金は15百万円減少（前年同期間は12百万円減少）となりました。有形固定資産の取得による支出

を13百万円に抑制しております。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

　財務活動による資金は72百万円減少（前年同期間は２億４百万円増加）であります。前事業年度中に調達した短期

借入金等を返済するとともに、当年度の運転資金を調達した結果、短期借入金の純増減額は50百万円の増加となりま

した。また長期の運転資金及び設備投資目的の長期借入金１億19百万円を返済しました。

 

参考：要約キャッシュ・フロー計算書　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

 

 

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　営業活動によるキャッシュ・フロー △61,972

　投資活動によるキャッシュ・フロー △15,357

　財務活動によるキャッシュ・フロー △72,360

　現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △149,690

　現金及び現金同等物の期首残高 703,072

　現金及び現金同等物の四半期末残高 553,382

 

（３）　事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　　また、前事業年度に掲げた課題については、当第３四半期会計期間も引き続き取り組んでおります。

 

（４）　研究開発活動
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　当第３四半期会計期間における研究開発活動の金額は10,577千円であります。

なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）　資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社の事業は、受託した調査を４月に着手して年度末３月に完了する業務が多いことから、期末時の売掛金残高は年

間売上高の３割程度になる傾向があります。毎月支払いが発生する人件費・外注委託費等の営業費用の調達は銀行か

らの借入金によっております。期中に借入した運転資金は主に翌事業年度の４～５月の売掛金回収により返済してい

ます。

　当第３四半期末の総資産は54億35百万円となり、前事業年度末に比べて５億58百万円減少いたしました。流動資産は

20億32百万円（前事業年度末比４億42百万円減）、固定資産は34億２百万円（同１億16百万円減）であります。流動

資産減少の主な要因は受取手形及び売掛金回収により８億43百万円減、仕掛品４億23百万円増、繰延税金資産96百万

円増によります。固定資産減少の要因は主として減価償却費の計上（１億24百万円）によるものです。

　負債は39億１百万円となり、同４億23百万円減少いたしました。買掛金１億９百万円減、未払法人税等及びその他の

未払税金68百万円減、短期借入金１億50百万円（純額）及び長期借入金１億64百万円の返済によります。有利子負債

残高は29億74百万円（リース負債32百万円を含む）であります。

　純資産は15億33百万円となり、同１億35百万円減少いたしました。当第３四半期純損失１億35百万円を計上したこ

とによるものです。

 

（６）　経営者の問題認識と今後の方針について

　今後の国内経済は、前年度に２割程度縮小した消費規模が回復する時期が依然として不透明であることから、顧客企

業からの環境調査の急激な増加は見込めないことが予想されます。一方、環境保全に向けた法規制の動向は進展して

おり、土壌汚染対策法の改正、化審法の改正、及び微小粒子状物質（ＰＭ2.5）に係る環境基準の告示など当社事業を

とりまく状況は着実に広がりつつあります。

　これらを踏まえて当社は、法改正等を契機にした新規の調査需要に対応して顧客企業に対する提案営業を推進する

とともに、人件費の削減等のコスト構造の改革により価格競争力を強化し、当期純利益の黒字化を達成する所存です。

 

（７）　重要事象等の解消又は改善するための対応策について

　「事業等のリスク」には継続企業の前提に関する重要事象等が存在する旨及びその内容を記載しております。

　前事業年度に当該事象が生じた主な要因は、売上高の減少に比べて固定費の削減が及ばなかったこと、東関東支社移

転費用と大和生命破綻による退職給付費用等を特別損失に計上したこと、繰延税金資産の取崩しによる法人税等調整

額を計上したことによるものです。

　当社は、下記の施策を実行することにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を解消できるものと判断しておりま

す。

① 安定した売上の確保

  官公庁からの受託物件は、多くが年間契約であり生産計画がたてやすく生産の効率化に寄与することから、全売

上高に占める官公庁への割合の増加を図っております。

② 売上総利益率の改善

  分析及び調査・サンプリング作業の一部を外注してまいりましたが、その一部を内製化することにより、売上総

利益率の改善を図っております。

③ 固定費の削減

  役員報酬の減額、役員退職慰労金制度の廃止、従業員賞与の削減など人件費をはじめ徹底した固定費の削減を実

施して、収益性の改善を図っております。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 15,000,000

計 15,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成21年12月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,208,270 4,208,270ジャスダック証券取引所 単元株式数100株

計 4,208,270 4,208,270 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日　
－ 4,208,270－ 759,037 － 757,701

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。　
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 　－　 － －

議決権制限株式（自己株式等） 　－　 － －

議決権制限株式（その他） 　－　 　－ －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）
普通株式   4,207,700　

　
42,077 －

単元未満株式　（注） 普通株式         570 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 4,208,270 － －

総株主の議決権 － 42,077 －

　（注）当第３四半期会計期間末現在において当社名義の株式が60株あります。

 

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

－（注） － － － － －

計 － － － － －

　（注）当第３四半期会計期間末現在において当社名義の株式が60株あります。

　　　　なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「単元未満株式」に含まれております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 155 159 178 182 174 203 190 209 171

最低（円） 118 135 154 165 157 157 164 150 153

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20

年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 746,382 915,434

受取手形及び売掛金 413,050 1,256,252

仕掛品 686,284 263,271

貯蔵品 5,892 6,847

前払費用 27,223 16,531

繰延税金資産 118,323 21,714

その他 37,924 3,742

貸倒引当金 △2,874 △8,668

流動資産合計 2,032,207 2,475,127

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,820,032 1,884,541

機械及び装置（純額） 87,557 100,838

土地 1,107,645 1,107,645

その他（純額） 119,919 135,619

有形固定資産合計 ※1
 3,135,154

※1
 3,228,645

無形固定資産

ソフトウエア 34,498 41,974

その他 7,413 7,508

無形固定資産合計 41,912 49,482

投資その他の資産

差入保証金 144,227 154,737

その他 114,890 123,447

貸倒引当金 △33,300 △37,411

投資その他の資産合計 225,818 240,773

固定資産合計 3,402,885 3,518,901

資産合計 5,435,092 5,994,028

負債の部

流動負債

買掛金 37,640 147,571

短期借入金 2,350,000 2,500,000

1年内返済予定の長期借入金 83,228 189,928

リース債務 9,588 8,129

未払法人税等 9,925 17,725

未払金 68,132 63,026

未払費用 68,101 85,076

前受金 142,162 53,292

その他の引当金 ※3
 3,719

※3
 11,340

その他 25,795 76,272

流動負債合計 2,798,293 3,152,361
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

固定負債

長期借入金 508,312 566,564

リース債務 23,173 24,274

繰延税金負債 1,163 1,383

退職給付引当金 468,790 467,496

役員退職慰労引当金 102,216 112,996

固定負債合計 1,103,655 1,172,714

負債合計 3,901,949 4,325,076

純資産の部

株主資本

資本金 759,037 759,037

資本剰余金 757,701 757,701

利益剰余金 14,733 150,222

自己株式 △25 △25

株主資本合計 1,531,446 1,666,935

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,696 2,016

評価・換算差額等合計 1,696 2,016

純資産合計 1,533,143 1,668,952

負債純資産合計 5,435,092 5,994,028
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（２）【四半期損益計算書】
　【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 ※1
 2,534,738

※1
 1,941,667

売上原価 1,914,504 1,468,246

売上総利益 620,234 473,420

販売費及び一般管理費

役員報酬 77,000 37,425

給料及び手当 393,554 293,338

賞与引当金繰入額 12,881 －

福利厚生費 69,047 52,408

退職給付費用 － 25,674

退職給付引当金繰入額 26,197 －

役員退職慰労引当金繰入額 8,028 －

交際費 8,765 5,476

旅費及び交通費 32,607 25,323

賃借料 45,488 39,646

地代家賃 19,444 18,559

租税公課 3,965 4,151

事業税 6,877 6,410

支払手数料 48,117 46,058

研究開発費 48,356 32,494

減価償却費 14,970 14,911

貸倒引当金繰入額 3,684 －

その他 59,743 60,445

販売費及び一般管理費合計 878,732 662,323

営業損失（△） △258,497 △188,902

営業外収益

受取利息 1,769 1,439

受取配当金 1,273 845

還付加算金 1,648 4

その他 4,535 4,308

営業外収益合計 9,228 6,597

営業外費用

支払利息 47,869 48,254

その他 2,194 1,123

営業外費用合計 50,064 49,378

経常損失（△） △299,334 △231,682

EDINET提出書類

株式会社環境管理センター(E04972)

四半期報告書

16/30



（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 7,933

特別利益合計 － 7,933

特別損失

移転費用引当金繰入額 17,826 －

投資有価証券評価損 5,875 －

特別損失合計 23,701 －

税引前四半期純損失（△） △323,036 △223,749

法人税、住民税及び事業税 9,199 8,726

法人税等還付税額 △1,005 △378

法人税等調整額 △83,796 △96,608

法人税等合計 △75,602 △88,260

四半期純損失（△） △247,433 △135,489
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 ※1
 901,384

※1
 622,044

売上原価 673,315 436,686

売上総利益 228,069 185,357

販売費及び一般管理費

役員報酬 29,000 10,275

給料及び手当 109,524 96,074

賞与引当金繰入額 12,881 －

福利厚生費 20,010 16,831

退職給付費用 － 8,259

退職給付引当金繰入額 8,681 －

役員退職慰労引当金繰入額 2,724 －

交際費 2,936 2,043

旅費及び交通費 10,210 8,418

賃借料 15,229 12,097

地代家賃 6,288 6,142

租税公課 1,143 1,189

事業税 2,372 2,373

支払手数料 14,590 13,170

研究開発費 15,352 10,577

減価償却費 5,000 5,050

その他 13,223 15,171

販売費及び一般管理費合計 269,170 207,675

営業損失（△） △41,101 △22,317

営業外収益

受取利息 635 476

受取配当金 11 －

助成金収入 565 －

その他 1,221 1,394

営業外収益合計 2,433 1,871

営業外費用

支払利息 15,742 16,258

その他 337 420

営業外費用合計 16,079 16,679

経常損失（△） △54,747 △37,126
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（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,333 482

特別利益合計 1,333 482

特別損失

投資有価証券評価損 425 －

特別損失合計 425 －

税引前四半期純損失（△） △53,839 △36,643

法人税、住民税及び事業税 3,007 2,776

法人税等調整額 △18,658 △12,128

法人税等合計 △15,651 △9,351

四半期純損失（△） △38,188 △27,291
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △323,036 △223,749

減価償却費 141,556 124,742

貸倒引当金の増減額（△は減少） 375 △9,906

退職給付引当金の増減額（△は減少） 8,914 1,294

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9,256 △10,780

賞与引当金の増減額（△は減少） △42,143 －

その他の引当金の増減額（△は減少） 10,949 △7,620

受取利息及び受取配当金 △3,043 △2,284

支払利息 47,869 48,254

投資有価証券評価損益（△は益） 5,875 －

有形固定資産売却損益（△は益） － △83

有形固定資産除却損 2,079 1,036

売上債権の増減額（△は増加） 985,013 940,114

たな卸資産の増減額（△は増加） △420,291 △422,057

仕入債務の増減額（△は減少） △127,969 △111,746

未払消費税等の増減額（△は減少） 53,930 △86,520

その他の流動資産の増減額（△は増加） △15,465 △13,736

その他の負債の増減額（△は減少） 653 8,053

小計 316,012 235,010

利息及び配当金の受取額 2,929 2,616

利息の支払額 △54,040 △70,246

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 34,280 △11,721

営業活動によるキャッシュ・フロー 299,180 155,659

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △193,000 △193,000

定期預金の払戻による収入 113,000 193,000

有形固定資産の取得による支出 △110,741 △16,479

有形固定資産の売却による収入 － 3,905

無形固定資産の取得による支出 △17,687 △900

その他 12,787 10,484

投資活動によるキャッシュ・フロー △195,641 △2,990

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △275,000 △150,000

長期借入金の返済による支出 △164,952 △164,952

リース債務の返済による支出 － △6,753

自己株式の取得による支出 △25 －

配当金の支払額 △64 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー △440,042 △321,720

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △336,502 △169,052

現金及び現金同等物の期首残高 1,040,899 722,434

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 704,396

※1
 553,382
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【継続企業の前提に関する注記】

　　　当第３四半期会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　　　　該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　　　　該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期損益計算書関係）

　　前第３四半期累計期間において、販売費及び一般管理費に計上しておりました「退職給付引当金繰入額」は第３四半

期累計期間では販売費及び一般管理費の「退職給付費用」として表示しております。　

　

 当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期損益計算書関係）

　　前第３四半期会計期間において、販売費及び一般管理費に計上しておりました「退職給付引当金繰入額」は第３四半

期会計期間では販売費及び一般管理費の「退職給付費用」として表示しております。　
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の評価方法 　収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切

下げを行っております。

３．経過勘定科目の算定方法 　合理的な算定方法による概算額で計上しております。

４．繰延税金資産の回収可能性の判断 　繰延税金資産の回収可能性の判定に関して、前事業年度末以降に経営環境等

に著しい変化がなく、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られる場合には、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっており、前事業年度末以降に経営環

境等に著しい変化があるか、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認め

られた場合には、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法に

よっております。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

【追加情報】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　受注損失引当金の計上 　受注契約の見積原価が受注金額を超えることにより、将来発生が見込まれる

損失の重要性が増したため、第１四半期会計期間より受注損失引当金を計上

することといたしました。　

　これにより、当第３四半期累計期間の売上総利益は3,719千円減少し、同期間

の営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失は、それぞれ3,719千円増加し

ております。

　なお、受注損失引当金は流動負債の「その他の引当金」の内訳科目として表

示しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,806,841千円

　　　であります。　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,713,641千円

　　　であります。　

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

　　　行４行と当座借越契約を締結しております。これら

　　　契約に基づく当四半期末の借入未実行残高は次のと

　　　おりであります。

当座借越限度額の総額 1,350,000千円　

借入実行残高 1,150,000

差引額 200,000千円　

　２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

　　　行５行と当座借越契約を締結しております。これら

　　　契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおり

　　　であります。

当座借越限度額の総額 2,200,000千円　

借入実行残高 2,100,000

差引額 100,000千円　

 ※３　その他引当金の内訳は次のとおりであります。

受注損失引当金 3,719千円

 ※３　その他引当金の内訳は次のとおりであります。

移転費用引当金 11,340千円

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　  当社が受注する物件の多くは事業年度末までを契

約期間とする受託業務が多いことから、第３四半期

累計期間の売上高には、季節的な特徴を有しており

ます。

　なお、当第３四半期累計期間と前事業年度の売上高

の割合は、次のとおりです。

　当第３四半期累計期間（Ａ） 2,534,738千円

　前事業年度　（Ｂ） 4,395,285千円

　（Ａ）／（Ｂ） 57.7％　

※１　  当社が受注する物件の多くは事業年度末までを契

約期間とする受託業務が多いことから、第３四半期

累計期間の売上高には、季節的な特徴を有しており

ます。

　なお、当第３四半期累計期間と前事業年度の売上高

の割合は、次のとおりです。

　当第３四半期累計期間（Ａ） 1,941,667千円

　前事業年度　（Ｂ） 4,302,252千円

　（Ａ）／（Ｂ） 45.1％　

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※１　  当社が受注する物件の多くは事業年度末までを契

約期間とする受託業務が多いことから、第３四半期

会計期間の売上高には、季節的な特徴を有しており

ます。

　なお、当第３四半期会計期間と前事業年度の売上高

の割合は、次のとおりです。

　当第３四半期会計期間（Ａ） 901,384千円

　前事業年度　（Ｂ） 4,395,285千円

　（Ａ）／（Ｂ） 20.5％　

※１　  当社が受注する物件の多くは事業年度末までを契

約期間とする受託業務が多いことから、第３四半期

会計期間の売上高には、季節的な特徴を有しており

ます。

　なお、当第３四半期会計期間と前事業年度の売上高

の割合は、次のとおりです。

　当第３四半期会計期間（Ａ） 622,044千円

　前事業年度　（Ｂ） 4,302,252千円

　（Ａ）／（Ｂ） 14.5％　
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

　　照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年12月31日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 897,396

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△193,000

現金及び現金同等物 704,396

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

　　照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年12月31日現在)

(千円)

現金及び預金勘定 746,382

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△193,000

現金及び現金同等物 553,382

 

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年

12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　4,208,270株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　       60株　

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）

　有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

前第３四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）及び前第３四半期会計期間（自　平成20

年10月１日　至　平成20年12月31日）

　該当事項はありません。　

 

当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自　平成21

年10月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。　

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 364.32円 １株当たり純資産額 396.59円

　（注）　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期会計期間末
（平成21年12月31日）

前事業年度末
（平成21年３月31日）

 純資産の部の合計額（千円）        1,533,143 1,668,952
普通株式に係る純資産額（千円）            1,533,143 1,668,952
差額の主な内訳（千円）  － －
普通株式の発行済株式数（株）　                 4,208,270 4,208,270
普通株式の自己株式数（株）  60 60
１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期
末（期末）の普通株式の数（株）

         4,208,210 4,208,210

 

２．１株当たり四半期純損失金額等

（１）第３四半期累計期間　

前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △58.80円 １株当たり四半期純損失金額（△） △32.20円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（△）（千円） △247,433 △135,489

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（千円）
△247,433 △135,489

期中平均株式数（株） 4,208,223 4,208,210
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（２）第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △9.07円 １株当たり四半期純損失金額（△） △6.49円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失（△）（千円） △38,188 △27,291

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（△）

（千円）
△38,188 △27,291

期中平均株式数（株） 4,208,210 4,208,210

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

当第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自　平成21

年10月１日　至　平成21年12月31日）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期会計期間末におけるリース取引残高は前事業年

度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。
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２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社環境管理センター(E04972)

四半期報告書

27/30



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年2月13日

株式会社環境管理センター

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗原　安夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大山　修　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社環境管理セ

ンターの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第39期事業年度の第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社環境管理センターの平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が

           別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

株式会社環境管理センター

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗原　安夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日高　真理子　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社環境管理セ

ンターの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第40期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。

この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明

することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社環境管理センターの平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了

する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が

           別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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